
地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県

県立中学校数 0 校

〇令和6年度は、12市町（高岡市・射水市・魚津市・氷見市・滑川市・黒部

市・砺波市・小矢部市・南砺市・上市町・立山町・朝日町）で実証事業を行う。

〇平成13年度から「スポーツエキスパート派遣事業（市町村補助）」を実施し、

平成30年度から「部活動指導員配置事業（国庫補助）」を活用している。

〇令和３年度より、県では「地域部活動検討委員会」を開催し、実践研究及

び実証事業から得た課題や検証を県内全15市町村で情報共有する（中間

報告・最終報告）とともに、令和４年度からは、企業や総合型地域スポーツク

ラブの方々も委員に招聘し、部活動の地域移行について協議している。

〇指導者の派遣や財政的支援に協力できる部活動応援企業登録の募集を

開始し周知している。

〇顧問や部活動、地域スポーツクラブに携わる全ての指導者を対象に、指導に

必要な知識や指導法等に関する研修会を実施し、資質の向上を図っている。

（R6実績：コンプライアンス研修、救命研修、オンデマンド自由選択研修4種）

〇各市町村で学校数や部活動数の違いがあり、取組方や課題も様々であるが、

大半の市町村が課題として、指導者の質向上と人材確保、費用負担の増加を

挙げている。

〇令和6年度の小・中学校の生徒数を基準に、今後の中学生徒数の推移を

見ると、6年後には約2,500人以上減少する。また、大会に出場するための合

同チームが年々増加しており、早急に中学生のスポーツ環境の整備及び機会の

確保が必要とされる。

〇検討委員と全市町村担当者を交えたグループ協議を行ったことで、各市町村

の共通する課題や独自の課題に対して、それぞれの立場で色々な角度から助言

をいただくことができた。令和6年度の各市町村の地域移行等に関する取組を報

告（中間報告、最終報告）し合ったことで、実証事業等から得た課題や検証を

県内全15市町村で情報共有することができた。

〇部活動応援企業に登録している企業と支援を依頼する市町村との連絡を密

にすることで、マッチング件数が８件に増えた。

〇コンプライアンス研修を参集とオンデマンドでの受講方法としたため、受講者数

が400人弱になり、多数の指導者への研修となった。

〇部活動応援企業制度PR動画や県政番組KNB「こんにちは富山県です」に

より、多方面に広報活動を行うことができた。



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県高岡市

本市においては、中・義務教育合わせて12の中学校を有しており、市域

も広域にわたっている。人口減少とともに中学校等の生徒数も減少傾向に

あり、令和６年度の3,659人に対し、令和12年度には3,395人に減少

する見込みである。

令和４年度からは、全市一斉展開型の地域部活動の体制づくりに取り

組んでおり、令和６年度は、16種目の地域クラブ活動を高岡市スポーツ

協会傘下の各競技団体に依頼した。

3年目を迎え、内容面の充実がみられる一方、会場の確保や学校との連

携等、新たな課題が浮き彫りとなってきている。

・各種競技団体と連携し、指導者の確保に努めた結果、複数の種目で指

導者の増加がみられた。

・プロ選手や現役のアマチュア選手が指導に加わっている。参加生徒が全

国大会に出場するなど成果を残している。

・指導意欲の高い教員の協力を得て指導体制を整えている種目（競技）

があり、学校と地域クラブの連携が図れている。

・「各種目ごとに地域部活動コーディネーターが学校と競技団体の仲立ち

役となって、中学校の体育館を予約」「中学校の体育館使用は、地域クラ

ブの活動を優先」「地域クラブが実施される日は、当該種目（競技）の

学校部活動は実施しない」といったルールの策定により、各種目（競技）

運営団体の負担軽減や学校部活動の顧問の負担軽減につながった。

中学校数 12 校 全生徒数 3,659 人

域内の

部活動数
123 部

実施した

地域クラブ数
16 クラブ

全体の

指導者数
69 人

全体の

運営スタッフ数
88 人

主な

運営団体
競技団体

主な種目
軟式野球、バドミントン､ バレーボール､ソフトテニス、 陸上競技、
バスケットボール、卓球、ハンドボール、剣道、柔道 ほか

平均的な

活動回数
２回/月

年間平均

参加生徒実数

３年：30人/クラブ

２年：30人/クラブ

１年：10人/クラブ

参加会費
800円～12,000

円/年
主な活動場所 市内中学校

高岡市地域クラブ

高岡市教育委員会
高岡市スポーツ協会

高
岡
市
立
中
・
義
務
教
育
学
校

12

校

軟式野球、バドミントン､ バレーボー
ル､ソフトテニス、 陸上競技、バスケッ
トボール、サッカー、卓球、水泳競技、
ハンドボール、剣道、柔道、相撲、ソ
フトボール、体操競技、弓道

参加

・運営体制の整備
・地域クラブ活動の実施
・指導者謝金の支払い
・保険加入
・連絡体制



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県魚津市

運営体制図を挿入
※運営体制図例を参照

中学校数 ２校 全生徒数 ８６６人

域内の

部活動数
３０部

実施した

地域クラブ数
８ クラブ

全体の

指導者数
５７ 人

全体の

運営スタッフ数
－

主な

運営団体

魚津市教育委員会

魚津市スポーツ協会(総合型地域スポーツクラブ)

主な種目
水泳、サッカー、ラグビー、柔道、剣道、バドミントン、陸上競技

バレーボール

平均的な

活動回数
5.8回/月

年間平均

参加生徒実数

３年：3人/クラブ

２年：5人/クラブ

１年：3人/クラブ

参加会費

月２ 6000円/年

週1   12000円/年

週2.3 18000円/年

主な活動場所
中学校体育施設

市内スポーツ施設

本市は東部中学校、西部中学校の２校の中学校があり、それぞれの学校に
13種目の運動部がある。(陸上競技、サッカー、バレーボール、バドミントン、水泳、
剣道、柔道、ラグビー、軟式野球、ソフトボール、バスケットボール、ソフトテニス、
卓球)
少子化により生徒数が減少し続ける一方で、運動部の数は変わっておらず、部
員不足で単独校でのチーム編成ができずに他校と合同チームでの大会出場を余
儀なくされるなど、活動の維持が難しい状況となっている。また、教員数も減少し
ており、部活動運営に係る教員の負担増（長時間勤務、競技経験のない顧
問を担う等）への対策が喫緊の課題となっている。

〇本市には、魚津市スポーツ協会が運営する総合型地域スポーツクラブ <う
おづスポラ>があり、そのノウハウを生かし、令和５年度から民間団体の助成制
度を活用して２競技で地域移行を先行実施した。令和６年度から本実証事
業により種目数をさらに拡大して地域移行を推進すべく、５年度中から「推進
協議会の設立」「ガイドラインの作成」等の準備を進めてきた。
〇令和６年度には、８競技の地域クラブによる休日の地域移行に取り組み、う
ち３競技においては、平日の活動も試行している。
〇教育委員会がスポーツ協会と連携して事務局の役割を担い、地域クラブや
学校等との連絡調整を行っている。また、指導者謝金の支払い、保護者負担
金の徴収等の会計業務や指導者・生徒の登録手続きは事務局が一括して行
い、各地域クラブには、競技指導と指導者の確保、保護者の連絡体制などの
必要な枠組みを整えてもらうよう依頼している。持続可能な事務局運営となる
ように、 ICT活用による事務負担軽減の工夫等、ノウハウの研究・蓄積に努め
ている。



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県氷見市

・氷見市の中学生数は年々減少し、令和10年には令和５年から約200人の

減少が予測される。少子化に伴い、単独校での部活動の実施が困難である

競技は、合同部活動を実施している。

・地域移行の取組の現状は、市内に1～2校のみに設置されている競技を対象

に休日の地域クラブ活動を進めている。１校のみの競技においては、拠点校部

活動として市内全域からの加入が可能となっている。

・地域移行進める上での課題は、複数校からなる競技における指導者数や会

場の確保等である。

・指導者の確保については、日頃から学校部活動の指導に携わっている部

活動指導員・スポーツエキスパート・外部指導者がほとんどであり、平日に

学校部活動を指導する教員とスムーズに連携をとることができる。また、活

動場所・時間が従来通りの学校部活動と同様であるため、教員との連

絡・調整で練習計画を立て、新たな活動場所を確保する必要がない。

・市教委主催の指導者研修会を開催し、グループワーク形式で実施したこ

とにより、多くの指導者と情報共有や意見交換の場となり、指導者の課題

解決の一助となった。

中学校数 ５校 全生徒数 914人

域内の

部活動数
42 部

実施した

地域クラブ数
4 クラブ

全体の

指導者数
13 人

全体の

運営スタッフ数
6 人

主な

運営団体
氷見市教育委員会

主な種目 男子バスケットボール・男女ソフトテニス・男子バレーボール

平均的な

活動回数
１～４回/月

年間平均

参加生徒実数

２年：13人/クラブ

１年：10人/クラブ

参加会費 3,800円/年 主な活動場所 各中学校



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県滑川市

生徒数は年々減少しており、令和６年度の806名から令和16年度には667名と、
10年間で約140名減少する推移予測がされている。生徒数の減少により、単独校
でのチーム編成ができずに大会に出場することができなくなったり、活動内容の充実が
図れない状況になったりしている。また、生徒数の減少に伴う教員数の削減により、顧
問の配置が難しい状況になっているとともに、競技経験や指導経験のない教員が指
導にあたることが多くなり、教員の負担感の増加につながっている。

地域全体で、子どもたちを支え、育てる滑川市型地域部活動として、運動・スポー
ツの実施機会の保障や環境整備に向けて、地域の協力を得ながら段階的に進めて
いくこととして協議・検討を進めてきたところである。しかし、地域においても、本業とクラ
ブ活動の指導の時間等の確保ができる指導者が少ないこと等、従前同様の活動機
会等を保障しながら速やかな地域連携・地域移行を行うことが難しいのが現状である。

学校・地域の現状により、従前通りの活動を維持・保障することが難しい現状を生
徒、保護者、各種関係者等にご理解いただきながら、本市としての持続可能な運
動・スポーツの実施機会の整備に向けた情報発信及び周知が不可欠である。

・実施対象競技・部の拡大
R4:１競技１部、R5:５競技10部、R6:７競技18部

・各競技協会等の指導者による休日の指導体制の構築・充実
今年度の取組の満足度(肯定的な意見)
⇒参加生徒:85.5％、保護者:80.3％、指導者:90.9％、顧問:100％

・指導者研修会の充実と内容充実

指導者研修会の満足度(肯定的な意見)
⇒参加指導者:100％

中学校数 ２校 全生徒数 806人

域内の
部活動数

29部
実施した
地域クラブ数

18クラブ

全体の
指導者数

43人
全体の
運営スタッフ数

44人

運営団体 滑川市教育委員会

種目 バドミントン、バスケットボール、軟式野球、ソフトボール、陸上競技

平均的な
活動回数

４回/月
年間平均
参加生徒実数

３年：６人/クラブ

２年：６人/クラブ

１年：６人/クラブ

参加会費 ０円 主な活動場所 市内両中学校



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県黒部市

中学校数 ２ 校 全生徒数 1,095 人

域内の

部活動数
30 部

実施した

地域クラブ数
12 クラブ

全体の

指導者数
62 人

全体の

運営スタッフ数
２ 人

主な

運営団体
教育委員会スポーツ課

主な種目
女子バレーボール、男子バスケットボール、女子バスケットボール、
アーチェリー、陸上競技、柔道、剣道。バドミントン、ソフトテニス、
卓球、軟式野球

平均的な

活動回数
２～４回/月

年間平均

参加生徒実数

３年：12人/クラブ

２年：11人/クラブ

１年：７人/クラブ

参加会費 6,000円/年 主な活動場所
学校体育施設

市内体育施設

・生徒が専門的な指導を求めるニーズがある中で、全部活動で地域移行に取

り組むための指導体制が不足している。

・地域指導者の資質向上が求められている。

・地域展開を推進していくにあたって受益者負担や送迎など、参加者の負担が

増加している。

・30運動部活動中の24運動部活動を対象に実施。次年度、活動拡

大するクラブが増加。

・複数の指導者が指導にあたることで生徒の活動も充実。

・指導者資格取得促進のための補助金制度を設置。２年以内の研

修会の受講の義務化継続。

・就学支援世帯を対象に補助制度を実施。対象参加者からは参加

費、保険料を免除。



地域スポーツクラブ活動体制整備事業 成果報告書 概要令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県砺波市

○生徒数の減少や部活動顧問となる教員の業務負担の増加等が要因と
なり持続困難な部活動が生じていることから、中学生が休日の文化活動に
継続して取り組める機会を確保するため、休日に活動するすべての文化部
活動において「地域クラブ」の確立を目指している。

○持続可能な「地域クラブ」とするため、競技団体等との連携、学校（部
活動顧問）の協力、また保護者の理解が必要となる。

○PTA総会や入学説明会等で保護者、また新入生へ説明することで、一
定の理解を得ることができた。

○地域クラブが持続的に活動、また保護者の負担を軽減できるようクラブ運
営の補助や経済的困窮世帯への支援補助の制度を策定した。

中学校数 4 校 全生徒数 1,259 人

域内の
部活動数 39 部 実施した

地域クラブ数 36 クラブ

全体の
指導者数 95 人 全体の

運営スタッフ数 190 人

主な
運営団体 クラブ

主な種目 軟式野球、サッカー、バスケットボール、バレーボール、卓球など

平均的な
活動回数 16回/月 年間平均

参加生徒実数

３年：10人/クラブ

２年：10人/クラブ

１年：10人/クラブ

参加会費 50,000円/年程度 主な活動場所 各中学校



地域スポーツクラブ活動体制整備事業 成果報告書 概要令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県小矢部市

【現状】
生徒数の減少に伴い、部員数も減り団体競技においてはチーム編成が
難しい状況となり、廃止となる部活動がでてきている。また、個人競技にお
いても、練習相手が確保できず思うように活動できない状況が生じてきてい
る。小規模な中学校では、部活動の種目数が少なく、生徒が希望する部
活動ができない場合が多い。
【課題】
これまでは、費用の発生しない教員の献身的な勤務によって指導がされ
ていたが、地域移行をするにあたり同じようなボランティア状態では、継続し
た指導者の確保が困難な状況になると考えられる。

・コーディネーターとしておやべスポーツクラブに委託し、市教育委員会、学校、
競技団体間で連携をとることができている。また、定期的な打ち合わせの中
で現状の把握や問題提起・解決に向けて取り組んでいる。
・今年度は、５月から新たに女子バレーボール部が地域移行となり、小矢部
市内４中学校の野球部とサッカー部がともに１つの地域クラブとしての活動
を開始した。また、柔道部は年度当初石動中学校のみ地域移行として活
動していたが、津沢中学校も地域クラブとして加わった。これで市内の運動
部が29部活ある中で20部活が地域移行済となった。

中学校数 ４ 校 全生徒数 606 人

域内の
部活動数 29 部活 実施した

地域クラブ数 11 クラブ

全体の
指導者数 49 人 全体の

運営スタッフ数 20 人

主な
運営団体 総合型地域スポーツクラブ

主な種目 サッカー、野球、柔道、女子バレーボール、ホッケー

平均的な
活動回数 ３～４回/月 年間平均

参加生徒実数

３年：９人/クラブ

２年：11人/クラブ

１年：11人/クラブ

参加会費 7,000円/年 主な活動場所 中学校体育館、
グラウンド



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県南砺市

・各学校の生徒数や教員数に対し設置部活動数が多く、生徒が少子化

の影響により充実した活動が実施できない状況であったり、教員の超過

勤務の大きな要因となったりしている。

・社会体育として、地域クラブ活動を実施しようとしても、受け皿になるクラ

ブチームが少ないのが現状である。

・各校すべての部活動で地域移行を進めることは、指導者確保の面から持

続可能な体制を構築することが難しい。各校の部活動数を減らし、部活動

の拠点校化を進める必要がある。

・地域クラブは、平日2回・休日1回実施した。休日・平日の部活動の負

担軽減を実感する顧問教員の割合は80％に達した。教師が地域移行に

よって、休日・平日の部活動の負担軽減を実感している。

・総括コーディネーターやコーディネーターを活用することで、地域移行の運

営がスムーズであった。

・指導者の質の向上のため、市で講習会を実施した。また、県の研修会等

も活用することで指導者の質の向上につながった。

・市がクラブ運営費やクラブ活動費を助成することで、受益者負担の軽減

を図り、生徒が地域クラブに加入しやすい環境を整備した。

・リーフレットやクラブの募集要項を通信アプリ等で配信し、広く周知を図っ

た。

中学校数 ８ 校 全生徒数 1,033 人

域内の

部活動数
４９ 部

実施した

地域クラブ数
１４ クラブ

全体の

指導者数
８９ 人

全体の

運営スタッフ数

１４ 人

（兼務1人）

主な

運営団体
地域クラブ

主な種目
陸上、クロスカントリースキー、軟式野球、サッカー、ソフトボール、

バドミントン、ソフトテニス、バレーボール、卓球、剣道、なぎなた

平均的な

活動回数
12回/月

年間平均

参加生徒実数

３年：６人/クラブ

２年：７人/クラブ

１年：５人/クラブ

参加会費
各クラブにて設定

最大5,000円以下/月
主な活動場所

各中学校

市体育施設



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県射水市

本市には6校の中学校があり、令和6年度の学校部活動数は、運動部が

82部、文化部が21部となっている。中学校の生徒数が今後減少する傾

向にあることからも、部員不足による学校部活動の部数減少が予想される。

生徒が継続的にスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を確保するため、令

和4年度から休日に活動する学校部活動の地域展開を開始し、令和7年

度末までに休日に活動するすべての学校部活動の地域展開を目指してい

る。休日に活動する運動部は78部であり、令和5年度までに45部が地域

展開され、令和6年度に11部の地域展開を行った。

〇市内中学校のバレーボール部8部、ソフトボール部3部の地域展開を行う

ことができた。

〇 射水市スポーツ協会へ運営事務を委託している7団体に加え、新たに5

団体の運営事務を委託した。

〇地域部活動に参加している生徒への満足度に関するアンケート調査では、

81％の生徒が「満足している」、「だいたい満足している」と回答した。

〇学校の体育館を主な活動場所とした種目では、リモートロックを活用する

ことで学校を介さないスムーズな会場利用ができた。

中学校数 6 校 全生徒数 2,344 人

域内の

部活動数
82 部

実施した

地域部活動数
21 団体

全体の

指導者数
89 人

全体の

運営スタッフ数
0 人

主な

運営団体

射水市教育委員会

射水市スポーツ協会

主な種目 バスケットボール、柔道、剣道、ハンドボール ほか4種目

平均的な

活動回数
3回/月

年間平均

参加生徒実数

３年：7人/団体

２年：11人/団体

１年：11人/団体

参加会費 0円/年 主な活動場所 各中学校

射水市学校部活動在り方検討会（協議会）

地域部活動 事務局
関係団体

地域部活動 各団体

実施・検証

活動計画・各種支払い

連携・指導助言

参加

連携

射水市教育委員会 射水市スポーツ協会



地域スポーツクラブ活動体制整備事業 成果報告書 概要令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県上市町

・人口減少及び少子化
中学校入学者数の減少により、現在の部活動体制の維持が困難となる。
・地域移行の取組の現状
令和４年度にモデルクラブとして２競技をクラブ化、令和５年度からは７
競技８クラブで平日を含めた全活動を移行して活動している。
・地域移行進める上での課題
地域クラブへの加入者数が少ないことら、地域移行の認知度及び理解度
の向上につながる取組が必要となる。

・地域クラブ推進協議会の開催、コーディネーター配置、各クラブとの連絡調
整、アンケート調査等を行うことで、ニーズの把握、地域クラブの認知度向
上につなげることができた。
・町スポーツ協会、関係団体とのほか、「富山県部活動応援企業」支援を
活用して、指導者の確保を行った。また、指導者研修会を実施し、指導者
の意識向上につながった。
・各地域クラブが実施主体となって活動することで、平日を含めた全活動を
移行することができている。教員の負担軽減につながった。

中学校数 1 校 全生徒数 409 人

域内の
部活動数 6 部 実施した

地域クラブ数 ８ クラブ

全体の
指導者数 31 人 全体の

運営スタッフ数 2 人

主な
運営団体 上市町地域クラブ推進協議会 、 各地域クラブ

主な種目 カヌー、テニス、バスケットボール、バドミントン、柔道、剣道、空手道

平均的な
活動回数 約２０回/月 年間平均

参加生徒実数

３年：72人/クラブ

２年：72人/クラブ

１年：66人/クラブ

参加会費 12,000円～
120,000/年 主な活動場所 町社会体育施設

町学校体育施設



地域スポーツクラブ活動体制整備事業
成果報告書 概要

令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県立山町

・立山町は人口減少に伴い、中学校も町内で１つとなり、700～800人

いた生徒数も600名前後まで減少している。

・令和7年1月から、3部活動に対して地域クラブに連携を依頼している。

部活動終了後に地域クラブの活動に取り組んでいる生徒がそれぞれのクラ

ブに10名ほど所属している。

・地域移行を進める上で、地域の指導者が不足している。各競技協会や

スポーツ少年団等に指導ができないか聞き取りを行っている。

・指導者について、スポーツ少年団指導者に依頼したり、競技協会の指導

者を活用したりして指導者の確保に努めている。

・施設の使用に当たっては、町内の体育施設は中学生以下の使用は無料

（減免10割）である。学校体育館を占有して使用することで、集中して活

動にとりくむことができている。

中学校数 １校 全生徒数 603 人

域内の

部活動数
22 部

実施した

地域クラブ数
３ クラブ

全体の

指導者数
９ 人

全体の

運営スタッフ数
９ 人

主な

運営団体

立山町スポーツ協会競技協会

立山町スポーツ少年団単位団

主な種目 バドミントン、剣道、卓球

平均的な

活動回数
4回/月

年間平均

参加生徒実数

３年：10人/クラブ

２年：10人/クラブ

１年：10人/クラブ

参加会費 6,000円/年 主な活動場所 雄山中学校

立
山
町

立山ジュニア
バドミントンクラブ

立山剣道学園

立山町卓球協会

雄
山
中
学
校

委
託

参
加



地域スポーツクラブ活動体制整備事業 成果報告書 概要令和
6年度地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

地域スポーツクラブ活動等の概要

自治体の課題、現状 地域移行関連の取組、成果

運営体制図

富山県朝日町

中学校数 1 校 全生徒数 204 人

域内の
部活動数 9 部活動 実施した

地域クラブ数 ８ クラブ

全体の
指導者数 15 人 全体の

運営スタッフ数

2 人
（他のクラブと兼
務）

主な
運営団体

朝日町型部活動コミュニティクラブ実行委員会
（町教委、町スポーツ協会、各競技会、文化芸樹関係者、
学校）

主な種目 卓球、柔道、剣道、陸上、バスケットボール、バレーボール、ソ
フトテニス、野球

平均的な
活動回数 ８回/月 年間平均

参加生徒実数

３年：6人/クラブ

２年：4人/クラブ

１年：5人/クラブ

参加会費 無 主な活動場所 朝日町文化体育
センター各施設内

朝日町において、町内に中学校が1校あり、生徒数204名で11部活
動が活動をしている。少子化の影響により、１部活動内での生徒数が
減少しており、多様な活動が困難な状況となっている。そのため、町で
は、子どもたちが少子化の中でも、将来にわたり、多様なスポーツ環境
や文化芸術等に親しむ環境を一体的に整備し、活動の場を確保する
ため、地域、学校、行政が一体となり、地域での活動の場を確保して
いく必要がある。

◆中学生部活動の活動にと
どまらず、町全体で子どもたち
のスポーツ活動の場の確保を
進めていく必要があると認識
した。今後については、これら
の状況を踏まえ、R8（予
定）からの町全体での包括
的なスポーツ環境を確保すべ
く検討を進めていくことを指導
者、学校、行政、関係者と
共有し、今後の地域クラブの
あり方について進めていくこと
を確認した。
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